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  ・ 家族の住空間について考え、住居の基本的な
機能について知る。
  ・ 家族の安全を考えた室内環境の整え方を知り、
快適な住まい方を工夫する。



















生 活 や 技 術 に
ついての知識・
理解
安全で快適な室内環境の整え方と
住まい方に関する具体的な方法に
ついて理解している。
④ 題材設定の理由について
本題材は、中学校学習指導要領の内容C（2）
のア「家族の住空間について考え、住居の基本的
な機能について知ること」、イ「家族の安全を考
えた室内環境の整え方を知り、快適な住まい方を
工夫できること」をねらいとしている。さらに、
快適な生活を送るために、他領域からのアプロー
チも必要であるため、A（2）、（3）、B（1）、C（1）、
D（2）について触れる。
中学生が自ら住まいを手に入れる機会は、食べ
物や衣服と比べると格段に少ない。そのため、住
まいに日ごろから興味・関心があっても、積極的
によりよい住生活を目指す生徒は少ないと推測で
きる。住まいはなぜ必要なのか、私たちにどのよ
うな利点をもたらしてくれているのかを改めて考
えることで、住まいを身近に感じられる機会にし
たい。また、住生活を安全性、快適性の側面から
見つめ、よりよく住まうための工夫について考え
られる態度を養いたい。
⑤  題材の指導計画（第3学年　快適・安全に住ま
う　7時間扱い）
 ―快適・安全に住まうために―
（1）住まいのさまざまな役割
（2）室内の空気調節
（3）住まいと音
（4）共に住まう
（5）住まいの安全対策
（6）災害への備え1/2
（7）災害への備え2/2（本時）
⑥ 本時の学習活動
1）題目
災害への備え2/2
2）目標
被災時の自らの行動をイメージし、中学生として
何ができるのかを考えて工夫することができる。
基本目標：災害発生後、避難生活時の自らの具体
的な行動をイメージすることができ、中学生とし
て何ができるのかを考えて工夫することができ
る。（生活を工夫し創造する能力）
評価方法：グループワークの観察・発表
3）本時の指導方針
各家庭での災害への備えについて学習した前時
から、視野を広げ、避難所で避難者として生活し
ていく中で自分には何ができるのかを考えられる
時間にする。震災時、中学生が避難所で多く活躍
したという事例を挙げながら展開していく。その
際は、幼児・高齢者との関わり、簡単な調理法、
衣服のはたらき、消費環境について等と結び付け、
既習である事柄をいざという時に活かせる態度を
養う。
4）準備
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模造紙、付箋、掲示物、マジック、フリップ、感
想カード
⑦ 本時の展開（図3）
（2）指導内容・方法に関する考察
改善プロセスを踏んでいく中で、防災・減災の視
点を取り入れた指導を中学校家庭科で行う際に留意
すべき3つのポイントが示唆された。
① 発達段階にあった内容にすること
②  家庭科の総合性を見出し、他教科との差別化を
図ること
③ 「自助」と「共助」バランスをとること
【①発達段階にあった内容にすること】
異校種・異年齢においても実施可能なプログラム
は、幅広く用いることができるが、各発達段階にふ
さわしい学習効果は期待できない。授業者は、生徒
の発達段階に合わせて、随時、指導の展開を変化さ
せなければならない。文部科学省では、中学生の発
達段階において重視すべき課題の一つとして、「社
会の一員として自立した生活を営む力の育成」が挙
げられている。自立というキーワードは、中学校家
庭科の目標にも入っている。さらに、授業実践を通
して、中学生が、災害時に積極的に地域の一員とし
て、周りと関わり合いたいという姿勢をもてるとい
うことが明らかになった。中学生の発達段階にお
いて重視すべき課題をクリアするために、発達段階
にあった指導を展開すれば、中学校家庭科は大きな
役割を果たせると考えられる。
【 ②家庭科の総合性を見出し、他教科との差別化を
図ること】
②については、授業実践では未達成のポイントで
ある。防災・減災教育が総合的な学習の時間で多く
行われている今、家庭科ができることは、普段の生
活を見直したり、既習事項を防災・減災の視点から
振り返ることで、それが自然と災害への備えに結び
付くという機会を設けることである。「いざは、普
段なり」（先進地での聞き取り調査より）という言
葉にも置き換えられる。社会科は地理的分野、理科
は第2分野、保健体育科はけがの予防、と防災・減
災に関する題材がどこであるのかが分かりやすい
が、家庭科では、見方を変えると全領域が防災・減
災に通じているため、防災・減災に関する題材がど
こであるかが不明瞭だと考える。家庭科を学んでい
れば、自然と防災につながるため、取り立てて防災
教育を行う必要はないと、先進地での聞き取り調査
で明らかにはなったものの、家庭科の総合性を生か
して、防災・減災の視点を取り入れるのであれば、
図3：本時の展開
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やはり、はっきりとした差別化が必要なのではない
かと考察する。
【③ 「自助」と「共助」バランスをとること】
③については、「共助」を重視し過ぎて、「自助」
が疎かにならないようにするために重要なポイント
である。今回の授業実践では、「自分よりまずは人
の命を大切にしたい」というような感想はなかった
ため、筆者の「まずは自分で自分の命を守ろう」と
いう働きかけが有効であった可能性がある。しかし、
避難時に、思いやりや助け合いを重視したがために、
東日本大震災では命を落とした犠牲者がいるという
ことも事実としてある。他人に配慮することは決し
て悪いことではないが、非常時には、まず自分を守
り、その次に共に助け合うという段階を生徒に理解
させるべきであると考察する。
以上のポイントを押さえ、未災地の中学校家庭科
において防災・減災の視点を取り入れた指導を行う
ことで、今後起こる自然災害による被害を予測し、
適切な備えや避難行動、災害発生後の助け合いを主
体的に行える生徒の育成に、大きな役割を果たすこ
とができると考える。
4．おわりに
未災地には、防災意識の低い地域と、高い地域が
ある。前者での防災・減災の視点を取り入れた指導
は学校現場で早急に推進されることが必要であると
改めて提示する。後者は、沿岸部に多く南海トラフ
大地震等に備えて、防災・減災教育が活性化してき
ている。被災地になってからでは、防災・減災教育
は手遅れになってしまうということは、本研究内の
被災地での聞き取り調査で明らかになったことであ
る。早急に推進されるべき防災・減災教育は、系統
的・体系的であるべきだといわれている。系統的な
防災・減災教育の中で、家庭科の役割は、自らの生
活を防災・減災の視点から見つめ直す機会を設ける
ことである。社会科等での防災・減災の視点を取り
入れた指導は、「知識の防災教育」である。例として、
ハザードマップを用いた指導が挙げられる。ハザー
ドマップは、危険箇所の把握には役立つが、イメー
ジの固定化を招いてしまう。現に、ハザードマップ
中で浸水想定区域の外側と記されている地域で犠牲
者が出てしまった事例がある。一方で、家庭科での
防災・減災の視点を取り入れた指導は、「姿勢の防
災教育」であると、授業実践を通した本研究の結果
からいえる。授業を受けた生徒役の学生の感想で、
「周りをみて動けるようにしたい」、「いざという時
のために考えておくようにしたい」等とあったよう
に、災害への備えを自ら主体的に行う姿勢・態度を
家庭科において養えるということを、改めて、本研
究のまとめに当たって強調したい。
本研究の今後の課題は、今回提案した、未災地の
中学校家庭科における防災・減災の視点を取り入れ
た指導内容・方法が、実際に学校現場で、中学生を
相手に、成果をあげられるかという点である。未災
地の中学校家庭科では、現段階で、衣生活と住生活
の自立以外の領域で、防災内容を取り扱う傾向には
ないと考える。しかし、家庭科全領域の学習におい
て、災害への備え等について、自ら主体的に行う姿
勢・態度を養える可能性は十分にあると考える。
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